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本書での取り扱い 

 令和２年度一般会計歳入歳出決算を中心に説明しています。 

 原則として表及びグラフ中は表示単位未満を四捨五入しています。端数処理の関係で表及びグ

ラフの足し上げが合計と合わない場合があります。 
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決 算 規 模 

令和２年度の一般会計決算額は、歳入が 147 億 7,930 万 1,000 円で前年度対比

41億7,274万8,000円の増、歳出は140億1,383万円で39億1,294万2,000

円の増となりました。 

翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は、６億 1,329 万 4,000 円です。 

 

 特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費の増により、歳入歳出

ともに前年度決算額を大幅に上回り、過去最大の決算額となりました。 
 

 
  

(単位：千円）

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減

歳 入 決 算 額 14,779,301 10,606,553 4,172,748

歳 出 決 算 額 14,013,830 10,100,888 3,912,942

歳 入 歳 出 差 引 き 765,471 505,665 259,806

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

152,177 61,995 90,182

実 質 収 支 613,294 443,670 169,624

9,516 9,571 9,390 
9,929 10,148 10,280 10,447 10,206 10,607 

14,779 

8,939 9,176 8,848 
9,360 9,499 9,632 9,870 9,742 10,101 
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歳 入 

主な一般財源では、町税が 57 億 8,182 万円で前年度に比べ 1,442 万 9,000 円

減りました。各種交付金は、地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の増収によ

り 9,518 万 1,000 円増の７億 4,278 万 2,000 円、地方交付税は、普通交付税が

増えたことにより、１億 1,321 万 2,000 円増の７億 2,342 万 4,000 円です。 

また、特別定額給付金の支給などにより、国庫支出金は 39 億 5,086 万 4,000

円増の 49 億 922 万円となりました。繰入金は財政調整基金の取崩しは増えたもの

の、公共公益施設整備基金の取崩しが減ったことにより、6,450 万 4,000 円減の５

億 149 万 9,000 円です。 

一方、繰越金は５億 566 万 6,000 円で前年度に比べ 4,150 万 7,000 円の増、

町債は臨時財政対策債や減収補てん債の借入れで、8,547 万 2,000 円増の４億

8,547 万 2,000 円となっています。 

 

 

(単位：千円）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

5,781,820 39.1 5,796,249 54.6 △ 14,429 △ 0.2

62,219 0.4 61,424 0.6 795 1.3

742,782 5.0 647,601 6.1 95,181 14.7

配当割交付金 33,672 0.2 36,666 0.3 △ 2,994 △ 8.2
株式等譲渡所得割交付金 39,845 0.3 22,086 0.2 17,759 80.4

地方消費税交付金 595,038 4.0 475,623 4.5 119,415 25.1

723,424 4.9 610,212 5.8 113,212 18.6

普通交付税 683,601 4.6 563,361 5.3 120,240 21.3

特別交付税 39,823 0.3 46,851 0.4 △ 7,028 △ 15.0

4,909,220 33.2 958,356 9.0 3,950,864 412.3

689,319 4.7 654,631 6.2 34,688 5.3

501,499 3.4 566,003 5.3 △ 64,504 △ 11.4

財政調整基金 318,000 2.2 265,000 2.5 53,000 20.0
公共公益施設整備基金 180,400 1.2 291,000 2.7 △ 110,600 △ 38.0
ふるさと葉山みどり基金 2,800 0.0 10,000 0.1 △ 7,200 △ 72.0

505,666 3.4 464,159 4.4 41,507 8.9

485,472 3.3 400,000 3.8 85,472 21.4

臨時財政対策債 469,272 3.2 400,000 3.8 69,272 17.3

377,880 2.6 447,918 4.2 △ 70,038 △ 15.6

14,779,301 100.0 10,606,553 100.0 4,172,748 39.3
※1

※2

国 庫 支 出 金

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用
税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

区　　　分

内　　　訳

分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

県 支 出 金

各 種 交 付 金 ( ※ 1)

繰 入 金

町 債

そ の 他 ( ※ 2)

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

繰 越 金

地 方 交 付 税

【用語の解説】 

地方譲与税：国税として徴収し、そのまま地方に譲与される税。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税等 

地方交付税：地域間の財源の不均衡を調整するため、所得税などの一定割合を地方へ交付する税 

各種交付金：県に収入された税の一部を市町村に交付する交付金 

国県支出金：国や県から交付される補助金等の総称 

繰 入 金：基金（一般家庭の預貯金）の取崩し。財政調整基金、公共公益施設整備基金、ふるさと葉山

みどり基金等 

町 債：学校などの教育施設や消防施設、道路河川などの土木施設等を建設するための借入金 

臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するための特例的な借入金 
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歳入構造の推移 

新型コロナウイルス感染症対策に伴い国県支出金の割合は、前年度と比べると 2.5

倍増え、37.9％となりました。それに伴い、町税の割合は 15.5㌽減り、39.1％と

なりました。 

 

 
  

59.9%

59.0%

60.8%

59.3%

55.6%

56.1%

55.6%

56.3%

54.6%

39.1%

4.1%

3.8%

4.3%

4.6%

6.7%

5.6%

6.1%

6.3%

6.1%

5.0%

4.3%

5.1%

4.6%

4.7%

5.3%

5.8%

4.9%

13.6%

11.9%

11.4%

12.5%

14.3%

14.8%

14.1%

13.4%

15.2%

37.9%

3.3%

3.6%

3.7%

2.4%

3.3%

3.2%

4.3%

3.7%

5.3%

3.4%

4.8%

4.8%

5.2%

6.8%

4.6%

4.7%

4.8%

4.8%

3.8%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23

24
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27
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29

30

元

2年度

歳入構造の推移

町税 地方譲与税 各種交付金 地方交付税 国県支出金 繰入金 町債 その他

※このグラフでは繰越金を「その他」に含めています。

5,699 5,643 5,711 5,883 5,646 5,763 5,805 5,750 5,796 5,782 

394 362 407 454 678 578 632 640 648 743 431 513 477 487 538 610 723 
1,297 1,139 1,068 1,246 1,455 1,522 1,470 1,370 1,613 

5,599 

316 345 346 239 340 331 449 373 
566 

501 

458 460 491 672 462 486 502 490 
400 

485 

782 1,022 794 
946 994 1,062 1,042 984 

912 

884 

9,516 9,571 9,390 
9,929 10,148 10,280 10,447 10,206 10,607 

14,779 

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2年度

百万円 歳入財源区分別の推移

その他 町債 繰入金 国県支出金

地方交付税 各種交付金 地方譲与税 町税

※このグラフでは繰越金を

「その他」に含めています。

地方交付税は
４年連続で伸
びています。 

新型コロナ対策
経費などに係る
国県支出金の影
響により、歳入
構造は例年と変
わりました。 

5.5% 

5.3% 

501 536 512 

5.6% 
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町税の内訳 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた税制上の措置として、徴収猶予の特例

制度が導入されたことにより、町民税や固定資産税・都市計画税は、前年度を下回る

決算額となっています。町税全体では前年度より 1,442 万 9,000 円減の 57 億

8,182 万円となりました。 

 

 町民一人あたりの町税額は 17 万 5,654 円で、前年度に比べ 22 円減っています。 

（町民一人あたりは、各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。２年度 32,916 人、元年度 32,994 人） 

 

町税収入と収納率の推移 

徴収猶予の特例制度の影響により、町民税は５年ぶりに前年度決算額を下回り、固

定資産税は８年ぶりに 21 億円台となりました。 

また、収納率も前年度を下回り 98.4％となりました。 

  

(単位：千円）

区　　分

内　　訳 決算額 構成比(％) 決算額 構成比(％) 増減額 伸率(％)

町 民 税 2,906,371 50.3 2,915,733 50.3 △ 9,362 △ 0.3

固 定 資 産 税 2,197,681 38.0 2,208,569 38.1 △ 10,888 △ 0.5

軽 自 動 車 税 50,720 0.9 47,779 0.8 2,941 6.2

町 た ば こ 税 120,860 2.1 112,770 1.9 8,090 7.2

都 市 計 画 税 506,188 8.8 511,398 8.8 △ 5,210 △ 1.0

合 計 5,781,820 100.0 5,796,249 100.0 △ 14,429 △ 0.2

令和２年度 令和元年度 比　　　較

2,780 2,787 2,796 2,915 2,740 2,843 2,873 2,875 2,916 2,906 

2,226 2,187 2,225 
2,274 2,221 2,230 2,248 2,208 2,209 2,198 

527 510 516 525 514 516 519 511 511 506 
5,699 5,643 5,711 5,883 5,646 5,763 5,805 5,750 5,796 5,782 

93.1%
93.6% 94.7%

96.4%

97.7%

98.4% 98.7%
99.0%

99.0% 98.4%
98.0% 98.1%

98.5%
99.2% 99.4% 99.5% 99.5% 99.6% 99.5%

98.8%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

101.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2年度

百万円
町税収入と収納率の推移

町民税 固定資産税 都市計画税
その他 町税収納率 現年課税分収納率

 ２年度 元年度 増減 

町民一人あたり町税額 175,654 円 175,676 円 △22 円 

町税収納率は

前年度より

0.6㌽下がりま

した。 
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歳 出 （ 目 的 別 ） 

歳出決算額は、前年度対比 39 億 1,294 万 2,000 円増の 140 億 1,383 万円で

す。増減の内訳は、総務費は特別定額給付金の支給により 33 億 7,520 万 9,000

円の増、民生費は民間保育所等施設整備費補助金の増などにより３億 1,753 万

5,000 円の増、商工費は持続化給付金の支給などにより１億 8,952 万 5,000 円の

増、教育費は小中学校での 1 人１台端末の整備などにより１億 1,087 万 7,000 円

増となっています。 

一方、衛生費は汚水処理施設管渠調査の終了などにより、4,468万7,000円の減、

土木費は道路整備工事などの減により 4,885 万 6,000 円の減となりました。 

 

歳出構造(目的別)の推移 

特別定額給付金の支給により総務費が高い割合を占めています。 

 
 

（単位:千円）

        　 　     区　　分

 内　　訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

議 会 費 169,908 1.2 170,796 1.7 △ 888 △ 0.5

総 務 費 5,098,788 36.4 1,723,579 17.1 3,375,209 195.8

民 生 費 3,832,279 27.3 3,514,744 34.8 317,535 9.0

衛 生 費 1,147,105 8.2 1,191,792 11.8 △ 44,687 △ 3.7

農 林 水 産 業 費 43,924 0.3 38,737 0.4 5,187 13.4

商 工 費 272,119 1.9 82,594 0.8 189,525 229.5

土 木 費 1,276,853 9.1 1,325,709 13.1 △ 48,856 △ 3.7

消 防 費 581,971 4.2 567,161 5.6 14,810 2.6

教 育 費 1,039,863 7.4 928,986 9.2 110,877 11.9

災 害 復 旧 費 6,948 0.0 28,501 0.3 △ 21,553 △ 75.6

公 債 費 543,978 3.9 528,042 5.2 15,936 3.0

諸 支 出 金 94 0.0 247 0.0 △ 153 △ 61.9

合 計 14,013,830 100.0 10,100,888 100.0 3,912,942 38.7

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

16.6%
18.0%

16.5%
17.1%
16.2%
16.5%
17.3%
17.6%
17.1%

36.4%

31.2%
31.0%

31.3%
31.5%
33.8%
35.0%
33.8%
34.0%
34.8%

27.3%

14.4%
13.7%

14.5%
11.6%
11.5%

11.3%
11.5%
11.3%
11.8%

8.2%

12.2%
11.7%
12.3%

11.4%
12.3%

12.5%
12.8%
12.2%
13.1%

9.1%

6.0%
7.2%
6.5%

8.4%
7.0%
6.5%
6.0%
7.5%
5.6%

4.2%
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8.7%
9.2%

10.7%
9.8%
10.1%
10.4%

9.0%
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6.6%
6.6%
6.1%
5.6%
5.3%
5.3%
5.2%
5.2%
3.9%

4.1%
3.2%
3.2%
3.3%

4.0%
3.0%
3.0%
3.0%
3.2%
3.5%
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23
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歳出目的別構成比の推移

総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

構成比は、
新 型 コ ロ
ナ 対 策 経
費 の 影 響
で、例年と
変 わ り ま
した。 
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歳 出 （ 性 質 別 ） 

人件費は会計年度任用職員制度の創設や副町長就任などにより 5,729 万 1,000

円の増、物件費は賃金の廃止などにより 1 億 923 万 6,000 円の減、扶助費は幼児

教育・保育の無償化の通年度化などにより 1 億 761 万 1,000 円の増、補助費等は

特別定額給付金の支給などにより 34 億 6,666 万 3,000 円の増となっています。 

普通建設事業費は小中学校の校内 LAN 整備工事などにより 1 億 2,605 万 1,000

円の増となっています。 

積立金は財政調整基金積立金の増により２億 1,959 万 8,000 円の増、繰出金は

後期高齢者医療特別会計や介護保険特別会計への繰出が増えたことにより、5,634

万 4,000 円の増となっています。 

 

 

（単位:千円）

         　　　　　　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

2,854,776 20.4 2,797,485 27.7 57,291 2.0

1,527,993 10.9 1,637,229 16.2 △ 109,236 △ 6.7

151,379 1.1 128,450 1.3 22,929 17.9

1,801,438 12.9 1,693,827 16.8 107,611 6.4

4,815,757 34.4 1,349,094 13.4 3,466,663 257.0

11,151,343 79.6 7,606,085 75.3 3,545,258 46.6

359,185 2.6 233,134 2.3 126,051 54.1

内 補 助 事 業 207,844 1.5 59,412 0.6 148,432 249.8

訳 単 独 事 業 151,341 1.1 173,722 1.7 △ 22,381 △ 12.9

6,948 0.0 28,501 0.3 △ 21,553 △ 75.6

366,133 2.6 261,635 2.6 104,498 39.9

543,978 3.9 528,042 5.2 15,936 3.0

621,272 4.4 401,674 4.0 219,598 54.7

172,000 1.2 199,692 2.0 △ 27,692 △ 13.9

4,000 0.0 5,000 0.0 △ 1,000 △ 20.0

1,155,104 8.2 1,098,760 10.9 56,344 5.1

2,496,354 17.8 2,233,168 22.1 263,186 11.8

14,013,830 100.0 10,100,888 100.0 3,912,942 38.7

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

合　　　計

消
費
的
経
費

小　　計

投
資
的
経
費 小　　計

そ
の
他

小　　計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設事 業費

繰 出 金

災 害 復 旧 費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資金

貸 付 金

【用語の解説】 

人 件 費：職員の給料、職員手当、共済費や議員の報酬など 

物 件 費：旅費や消耗品・備品の購入費、施設の管理委託料など 

維持補修費：施設や設備の補修 

扶 助 費：社会保障の一環として行う医療給付や手当など 

補 助 費 等：各種団体への補助金など 

投資的経費：学校や道路などの施設整備 

公 債 費：借入金の返済 

投資及び出資金：公営事業会計などに出資する経費 

繰 出 金：特別会計への補てんなど 
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歳出構造(性質別)の推移 

特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費の増により、補助費等

の割合が最も高くなりました。次いで人件費、扶助費、物件費、の順となっています。 

 

扶助費の決算額は幼児教育・保育の無償化の通年度化などにより、18 億円台にな

りました。今後もさらなる増加が見込まれます。 
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8.2%

3.4%

6.5%
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歳出性質別構成比の推移

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 繰出金 その他

2,811 2,723 2,594 2,588 2,752 2,691 2,721 2,698 2,797 2,855 

1,741 1,645 1,660 1,482 1,403 1,428 1,420 1,450 1,637 1,528 

1,335 1,272 1,231 1,338 1,419 1,482 1,553 1,533 1,694 1,801 
462 458 411 527 839 658 608 1,250 

1,349 

4,816 

187 305 290 551 411 487 528 
311 

262 

366 

587 602 583 569 529 506 518 511 528 

544 

1,508 1,575 1,636 1,681 1,719 1,771 1,801 1,090 1,099 

1,155 

8,939 9,176 8,848 9,360 9,499 9,632 9,870 9,742 10,101 

14,014 

0
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14,000

16,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2年度

百万円 歳出性質別の推移

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 繰出金 その他

扶助費は令和元
年 10 月からの
幼児教育・保育
の無償化の影響
などで、増えて
います。 
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町民一人あたりのお金の使い道 

町民一人あたりでは、425,745 円（＋119,602 円）のサービスを行っています。

特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策の影響で、大幅に伸びています。 

 
※町民一人あたりは、各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。(人口は 4 ページ参照) 

地域活動・行政運営に
160,065円、37.6％（＋102,649）

高齢者・障害者(児)・児童・母子
父子家庭に

116,426円、27.3％(＋9,899）

保健・医療・環境保全に
34,849円、8.2％（△1,272）

観光・産業の振興に
9,602円、2.3％（＋5,925）

道路・公園・まちづくりに
38,794円、9.1％(△1,394）

救急・防災等町民の安全安心に
17,892円、4.2％(△162）

学校・図書館・生涯学習に
31,591円、7.4％(＋3,435）

借入金の返済に
16,526円、3.9％(＋522）

※ ％は構成比、( )内は前年度対比 
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                         (  )内は前年度対比 
 

収 入 

給料(町税)      289 万円(△１) 

諸手当(譲与税・交付金・国県支出金) 

          320 万円(＋204) 

貯金の取崩し(基金繰入金) 

                      25 万円(△３) 

家賃(使用料・手数料など) 

           44 万円(△２) 

親(国)からの仕送り(地方交付税) 

           36 万円(＋６) 

家の増改築などのためのローン(町債) 

           25 万円(＋５) 

 

合 計      739 万円(＋209) 

支 出 

生活費(人件費)      143 万円(＋３) 

医療費(扶助費)      90 万円(＋５) 

ローンの返済(公債費)  27 万円(＋１) 

家の増改築(普通建設事業費) 

            18 万円(＋６) 

子どもへの仕送り(繰出金等) 

            97 万円(＋１) 

預貯金(積立金)    31 万円(＋11) 

その他の生活費(物件費など) 

          295 万円(＋169) 

 

 

合 計     701 万円(＋196) 

 

 

 
 

葉山町の決算を家計に例えると・・・ 

葉山町の決算額を１/2000 に縮小して、家計に置きかえてみました。 

収入は 739 万円、支出は 701 万円で 38 万円の黒字になりました。

去年と比べると収入は 209 万円、支出は 196 万円増えました。 
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令和２年度末の一般会計と下水道事業会計を合わせた町全体の

町債残高は、121 億 4,000 万円です。平成 23 年度の 148 億

1,300 万円から 26 億 7,300 万円減っています。 

令和２年度の町債借入額は７億 9,000 万円で、元金返済額の 10 億 7,400 万円

を下回ったため、町債残高は前年度に比べ２億 8,400 万円減っています。 

 

町債の新規借入額を元金返済額の範囲内に抑えることで、確実に借入金残高が減少

しています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,593 5,539 5,527 5,701 5,695 5,726 5,751 5,765 5,665 5,629 

9,219 8,886 8,527 8,192 7,919 7,642 7,334 7,017 6,759 6,511 

14,813 14,424 14,053 13,893 13,615 13,368 13,085 12,782 12,424 12,140 

558 552 574 

794 
667 701 687 708 678 

790 
901 941 945 955 945 947 970 

1,011 1,036 
1,074 

301 287 272 254 236 214 188 184 160 143 
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18,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2年度

百万円
百万円

町債の推移（全会計）

一般会計債残高 下水道事業債残高 町債借入額 元金返済額 利子返済額

町全体の町債残高

は、年々、減ってい

ますね。 
借入金   ＜   元金返済額 

790 百万円     1,074 百万円 

※ 棒グラフ（左目盛）、折れ線グラフ（右目盛） 
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一般会計 
 

令和２年度は、臨時財政対策債と減収補てん債（※）を借入れ、一般会計の町債現

在高は、前年度より 3,600 万円減り、56 億 2,900 万円となりました。 

建設事業債の借入れがなかったことなどから、臨時財政対策債の占める割合は相対

的に増え、全体の 84.9％となっています。一方、建設事業債は 7 億 2,200 万円で

全体の 12.8％まで減少しています。 

 

  

3,362 3,557 
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4,648 4,781 
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百万円百万円
一般会計町債の推移

臨時財政対策債残高 その他の町債(※)残高 建設事業債残高

町債借入額 元金返済額 利子返済額

臨時財政対策債(※) 
地方一般財源の不足に対処するため、建物の建設など投資的経費以外にも充てられる地方財政法第５条の

特例として借り入れる町債です。 

国の財源不足により地方交付税の総額が確保できないため、本来地方交付税として交付されるべき額の一

部を町が借入金で賄うもので、後年度にその元利返済金が交付税として国から財政措置されることになって

います。 

その他の町債(※) 

 減税補てん債 

平成 6 年度以降の税制改正に伴う個人住民税の減税や平成 11 年度以降の恒久的減税等による地方公共

団体の減収額をうめるために借り入れる町債です。 

  

減収補てん債 
一部の税目について普通交付税の決定後に当該年度の基準財政収入額と税収額との差を精算するため

に借り入れる町債です。 

※ 棒グラフ（左目盛）、折れ線グラフ（右目盛） 
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下水道事業会計 
 

下水道事業会計の町債現在高は、平成 23 年度の 92 億 1,900 万円から令和２年

度では 27 億 800 万円減少して、65 億 1,100 万円となりました。前年度からは 2

億 4,800 万円減っています。 

 

 

9,219 8,886 
8,527 

8,192 7,919 
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7,334 7,017 6,759 6,511 
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百万円 下水道事業債の推移

下水道事業債残高 借入額 元金返済額 利子返済額
※ 棒グラフ（左目盛）、折れ線グラフ（右目盛） 
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 令和２年度の財政調整基金の年度末残高については、新型コロナウイルス感染症の

影響による次年度以降の減収への備えとして、前年度より２億 4,200 万円増やし、

10 億 300 万円となっています。 

 基金全体では５億 100 万円を取り崩しましたが、６億 2,200 万円積み立てたた

め、年度末残高は 21 億 8,600 万円となっています。 
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百万円

基金残高の推移

財政調整基金 公共公益施設整備基金 ふるさと葉山みどり基金

都市計画事業整備基金 教育基金

基金は、一般家庭の預貯金に似ています。 

財政調整基金 

  災害などが発生し多額の費用が必要なときや財源が不足したときなどに取り崩して使います。 

公共公益施設整備基金 

  学校や道路など公共施設の整備に取り崩して使います。 

ふるさと葉山みどり基金 

  緑豊かな郷土を残すため公園など緑地の保全などに取り崩して使います。 

都市計画事業整備基金 

  下水道の整備など都市計画事業に取り崩して使います。 

 教育基金 

  教育の振興や教育環境の充実のために取り崩して使います。 



14 
 

借金や貯金の残高を一人あたりでみてみよう・・・ 

 令和２年度の町民一人あたりの借入金（借金）残高は 17 万 1,000 円で、県内の

市町村平均などに比べて低い水準になっています。 

 
 

令和２年度の町民一人あたりの基金（貯金）残高は、前年度より 3,000 円増え、

6 万 6,000 円となりました。県内の市町村平均や町村平均より低い水準となってい

ます。 

 

※ 普通会計とは、国の基準に従って分類した統計上の会計をいいます。主に一般会計を指します。

下水道事業会計や特別会計に属するものは含まれません。 
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千円 一人あたりの借入金残高（普通会計）
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※ 県及び町村平均は単純平均※ 県及び町村平均は単純平均
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千円 一人あたりの基金残高（普通会計）

葉山町 県内市町村平均 県内町村平均

※ 県及び町村平均は単純平均※ 県及び町村平均は単純平均

一人あたりの借金

の額は２年連続で

減っています。 

一人あたりの貯

金の額は前年度

より増えました。 
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経常収支比率 

令和２年度は普通交付税（親から

の仕送り）や地方消費税交付金（諸手当）

などの収入が増えたため、3.9
ポイ

ント減り 90.7％となりました。 

 

財政力指数 

平成 21 年度以降は「１」を下回り、

12 年連続で国から普通交付税が交付されています。 

令和２年度は神奈川県内 33 市町村のうち 25 市町村が普通交付税の交付団体とな

っています。 
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経常収支比率の推移

葉山町

県内市町村平均

県内町村平均※ 県及び町村平均は単純平均
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普通交付税 葉山町 県内市町村平均 県内町村平均

※ 県及び町村平均は単純平均

５年連続で改善!! 

家計にたとえると食費や光熱水費など
決まって支払わなければならない経費
が、毎月の給料に対してどのくらいを占
めるかをみたものです。この割合が高い
と家計のやりくりは苦しくなります。 

地方公共団体の財政力の強弱を

示す指標で、「1」を下回ると普通

交付税が国から交付されます。 
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財政健全化判断比率 

健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に

関する法律」に基づき毎年度算出します。これらの比率

が基準を超えた場合は、早期に財政の健全化を図ること

になります。 

葉山町は、いずれの比率も基準を下回っています。 

 

   
※ 令和２年度の経常収支比率及び財政健全化判断比率等は速報値のため、変動する場合があります。 

令和２年度 令和元年度
令和２年度

早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 赤字になっていない 赤字になっていない 13.97%

連 結 実 質 赤 字 比 率 赤字になっていない 赤字になっていない 18.97%

実 質 公 債 費 比 率 △2.1% △1.7% 25.0%

将 来 負 担 比 率 算定されない 算定されない 350.0%

資金不足
比率

下 水 道 事 業 会 計 資金不足になっていない 資金不足になっていない 20.0%

健
全
化
判
断
比
率

比率の種類

どの比率
も基準を
超えてい
ません。 

実質赤字比率 

 一般会計などの赤字の程度を示します。 

連結実質赤字比率 

 一般会計、特別会計、事業会計全体の赤字の程度を示します。 

実質公債費比率 

 借入金の今年度返済額(一般会計や下水道事業会計の町債の元金と利子の返

済額など)の大きさ（資金繰りの程度）を表す指標で、３か年平均で示します。 

将来負担比率 

将来に支出しなければならない財政負担（町債の残高や退職手当の負担見込

額など）の大きさを示す指標です。単年度にとどまらず、中・長期的な視点

での財政状況を表しており、将来に財政を圧迫する可能性の大きさを示す指

標といえます。将来の財政負担に対して充当できる財源(基金や都市計画税な

ど)の見込み額が上回ったため、比率は算定されませんでした。 

資金不足比率 

 下水道事業会計の経営状況を示す指標で、下水道事業の資金不足額（赤字）

の程度を示します。 
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

令和２年度の国民健康保険特別会計決算額は、歳入が 33 億 3,121 万 2,000 円

で前年度対比１億 9,211 万 2,000 円の減、歳出は 32 億 3,676 万 9,000 円で２

億 2,685 万 3,000 円の減となりました。 

実質収支は、9,444 万 3,000 円です。 

 

 
 

(単位：千円）

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減

歳 入 決 算 額 3,331,212 3,523,324 △ 192,112

歳 出 決 算 額 3,236,769 3,463,622 △ 226,853

歳 入 歳 出 差 引 き 94,443 59,702 34,741

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 94,443 59,702 34,741
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百万円 国民健康保険特別会計決算額の推移
歳入

歳出
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（歳入）

        　 　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 国民健康保険料 738,531 22.2 787,016 22.3 △ 48,485 △ 6.2

 ２ 使用料及び手数料 4 0.0 1 0.0 3 300.0

 ３ 県支出金 2,122,919 63.7 2,250,414 63.9 △ 127,495 △ 5.7

 ４ 財産収入 4 0.0 9 0.0 △ 5 △ 55.6

 ５ 繰入金 387,894 11.6 388,578 11.0 △ 684 △ 0.2

 ６ 繰越金 59,702 1.8 94,489 2.7 △ 34,787 △ 36.8

 ７ 諸収入 5,397 0.2 2,817 0.1 2,580 91.6

 ８ 国庫支出金 16,761 0.5 0 0.0 16,761 　皆増

合　　　計 3,331,212 100.0 3,523,324 100.0 △ 192,112 △ 5.5

（歳出）

        　 　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 総務費 62,637 1.9 65,663 1.9 △ 3,026 △ 4.6

 ２ 保険給付費 2,080,523 64.3 2,220,018 64.1 △ 139,495 △ 6.3

 ３ 国民健康保険事業費納付金 1,000,210 30.9 1,070,640 30.9 △ 70,430 △ 6.6

 ４ 共同事業拠出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ５ 保健事業費 15,896 0.5 19,137 0.6 △ 3,241 △ 16.9

 ６ 基金積立金 70,004 2.2 84,009 2.4 △ 14,005 △ 16.7

 ７ 公債費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ８ 諸支出金 7,499 0.2 4,155 0.1 3,344 80.5

合　　　計 3,236,769 100.0 3,463,622 100.0 △ 226,853 △ 6.5

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

令和２年度の後期高齢者医療特別会計決算額は、歳入が 11 億 1,968 万 6,000

円で前年度対比 7,548 万 6,000 円の増、歳出は 10 億 4,917 万 2,000 円で 7,148

万 9,000 円の増となりました。 

実質収支は、7,051 万 4,000 円です。 

 

 

   

(単位：千円）

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減

歳 入 決 算 額 1,119,686 1,044,200 75,486

歳 出 決 算 額 1,049,172 977,683 71,489

歳 入 歳 出 差 引 き 70,514 66,517 3,997

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 70,514 66,517 3,997
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（歳入）

        　 　             区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 後期高齢者医療保険料 631,168 56.4 596,466 57.1 34,702 5.8

 ２ 使用料及び手数料 3 0.0 0 0.0 3 　皆増

 ３ 繰入金 420,561 37.6 384,710 36.8 35,851 9.3

 ４ 繰越金 66,517 5.9 62,051 5.9 4,466 7.2

 ５ 諸収入 1,325 0.1 973 0.1 352 36.2

 ６ 国庫支出金 112 0.0 0 0.0 112 　皆増

合　　　計 1,119,686 100.0 1,044,200 100.0 75,486 7.2

（歳出）

        　 　             区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

１ 総務費 4,551 0.4 7,639 0.8 △ 3,088 △ 40.4

２ 後期高齢者医療広域連合納付金 1,043,353 99.4 969,154 99.1 74,199 7.7

３ 諸支出金 1,268 0.1 890 0.1 378 42.5

合　　　計 1,049,172 100.0 977,683 100.0 71,489 7.3

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較
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介 護 保 険 特 別 会 計 

令和２年度の介護保険特別会計決算額は、歳入が 29 億 6,793 万 2,000 円で前

年度対比3,351万5,000円の減、歳出は28億9,647万5,000円で374万4,000

円の減となりました。 

実質収支は、7,145 万 7,000 円です。 

 

 

(単位：千円）

区 分 令和２年度 令和元年度 増 減

歳 入 決 算 額 2,967,932 3,001,447 △ 33,515

歳 出 決 算 額 2,896,475 2,900,219 △ 3,744

歳 入 歳 出 差 引 き 71,457 101,228 △ 29,771

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 71,457 101,228 △ 29,771
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（歳入）

        　 　       区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 介護保険料 617,960 20.8 635,862 21.2 △ 17,902 △ 2.8

 ２ 使用料及び手数料 1 0.0 0 0.0 1 　皆増

 ３ 国庫支出金 625,168 21.1 617,522 20.6 7,646 1.2

 ４ 支払基金交付金 725,349 24.4 715,713 23.8 9,636 1.3

 ５ 県支出金 421,692 14.2 408,488 13.6 13,204 3.2

 ６ 財産収入 13 0.0 28 0.0 △ 15 △ 53.6

 ７ 繰入金 476,444 16.1 457,327 15.2 19,117 4.2

 ８ 繰越金 101,228 3.4 165,519 5.5 △ 64,291 △ 38.8

 ９ 諸収入 77 0.0 988 0.0 △ 911 △ 92.2

合　　　計 2,967,932 100.0 3,001,447 100.0 △ 33,515 △ 1.1

（歳出）

        　 　       区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 総務費 64,069 2.2 60,936 2.1 3,133 5.1

 ２ 保険給付費 2,632,020 90.9 2,578,555 88.9 53,465 2.1

 ３ 保健福祉事業費 7,394 0.3 0 0.0 7,394 　皆増

 ４ 地域支援事業費 137,547 4.7 149,007 5.1 △ 11,460 △ 7.7

 ５ 基金積立金 50,013 1.7 70,028 2.4 △ 20,015 △ 28.6

 ６ 公債費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ７ 諸支出金 5,432 0.2 41,693 1.4 △ 36,261 △ 87.0

合　　　計 2,896,475 100.0 2,900,219 100.0 △ 3,744 △ 0.1

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

（単位:千円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較
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下 水 道 事 業 会 計 

令和２年度の下水道事業会計の収益的収入の決算額は12億7,752万6,819円、

収益的支出の決算額は 10 億 9,931 万 7,032 円です。 

資本的収入の決算額は 7 億 3,900 万円、資本的支出の決算額は 11 億 8,980 万

338 円です。 

 

 

  

（収益的収入及び支出）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

営業収益 322,571,682 25.2 293,643,331 22.2 28,928,351 9.9

営業外収益 954,855,432 74.7 1,029,413,162 77.8 △ 74,557,730 △ 7.2

特別利益 99,705 0.0 174,132 0.0 △ 74,427 △ 42.7

計 1,277,526,819 100.0 1,323,230,625 100.0 △ 45,703,806 △ 3.5

営業費用 979,007,568 89.1 1,121,526,990 89.5 △ 142,519,422 △ 12.7

営業外費用 120,309,464 10.9 131,809,566 10.5 △ 11,500,102 △ 8.7

特別損失 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 1,099,317,032 100.0 1,253,336,556 100.0 △ 154,019,524 △ 12.3

（資本的収入及び支出）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

企業債 305,000,000 41.3 278,000,000 38.9 27,000,000 9.7

他会計出資金 172,000,000 23.3 199,692,000 27.9 △ 27,692,000 △ 13.9

補助金 262,000,000 35.5 237,000,000 33.2 25,000,000 10.5

計 739,000,000 100.0 714,692,000 100.0 24,308,000 3.4

建設改良費 633,507,902 53.2 575,437,862 51.8 58,070,040 10.1

固定資産購入費 3,443,959 0.3 0 0.0 3,443,959 　皆増

企業債償還金 552,848,477 46.5 536,228,916 48.2 16,619,561 3.1

計 1,189,800,338 100.0 1,111,666,778 100.0 78,133,560 7.0

（単位:円）

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

（単位:円）

収
入

区分 科目

支
出

区分 科目

＊資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額450,800,338円は、消費税資本的収支調整額31,587,422円、当
年度損益勘定留保資金317,230,438円、繰越利益剰余金処分額82,378,669円及び当年度純利益19,603,809円で補
てんしました。

令和２年度 令和元年度 比　　　　較

収
入

支
出
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